
面　　積

22年 人 ｋ㎡

増減率 ％ 22　年

27.1.1 人 国　調 1.3 ％ 20.5 ％ 78.2 ％

26.1.1 人
17　年 1,449 人 18,994 人 63,721 人

増減率 ％ 国　調 1.7 ％ 22.1 ％ 74.3 ％

平成26年度 増減額

1. ① 63,121,800 7,411,608 13.3 ％

2. ② 61,021,920 8,110,104 15.3 ％

3. ③ 2,099,880 △ 698,496 △25.0 ％

4. ④ 178,884 △ 373,681 △67.6 ％

5. ⑤ 1,920,996 △ 324,815 △14.5

6. ⑥ △ 324,815 △ 965,983

7. ⑦ 2,064 △ 793,758 △99.7

8. ⑧ 0 0 -

9. ⑨ 2,443,808 1,838,624 303.8

10. △ 2,766,559 △ 3,598,365

％

％

％

％

歳　　出
（総費用）

事 19,252,162 1,646,043 ％

事 9,452,616 1,498,626

事 1,781,901 269,545

企適 3,598,965 31,976

企適 3,285,297 647,258

    

    

市 町 村 長 27 4 1 百円 1,158 人 百円

副市町村長 27 4 1 55
教 育 長 27 4 1 209
議 会 議 長 12 10 1 28
副 議 長 12 10 1 0
議 会 議 員 12 10 1

1,186

0

連 結 実 質 赤 字 比 率

千葉県後期高齢者医療広域連合

実 質 公 債 費 比 率

組　　合　　等　　名

将 来 負 担 比 率

1,154,801

0

（単位：千円）

134,731

左のうち投資的経費
充当額又は繰出基
準 内 繰 出 金

－

9.8

73.8

0
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H26 普 通 交 付
税 種 地 区 分

Ⅳ－１

注）「企適」は、平成26年度地方公営企業決算状況調査の対象の地方公営企業のうち地方公営企業法を全部又は一部適用している事業、「企非」は、同調査の対象の地方公営企業
のうち左記以外の事業、「事」は、地方公営事業のうち同調査の対象の地方公営企業以外の事業、「収益」は、左記事業のうち収益事業をいう。

○

区　　　分
近郊整備

過疎地域

山村振興

（報酬）月額　百円

地域指定等の状況

○

広　  　域

公害防止

  

  

給
与
等
の
状
況

リゾート

半島振興

低　  　工

特　　　　別　　　　職　　　　等(H27.4.1現在)

年 月 日
1人当たり平均給料

6,859

農　  　工

6,817

3,575

3,074合 計

0

3,863

4,600

4,800

5,200 教 育 公 務員

臨 時 職 員

適　　 用

一 般 職 員 3,055

3,102

うち技能労務職員6,834

1人当たり平均給料支給
月額(H27.4月分）　 百円

区　　　分

一　　　　般　　　　職　　　　員　　　　等

 

職員数
(H27.4.1現在)

うち消防関係職員

 

  

第三セクター等名
H26年度末の
債務保証額又
は損失補償額

第三セクター等に対する債務保証又は損失補償の状況

1,133,202

公 債 費 負 担 比 率

う ち 財 政 調 整 基 金

四市複合事務組合

14,712

健　全　化　判　断　比　率

実 質 赤 字 比 率 －

経 常 収 支 比 率

積 立 金 現 在 高

94.9

14.8

1,966,134

債務負担行為支出予定額

161,412

人

人

就
業
人
口

173,078

昭42. 1. 1　市制施行

Ｓ４０．４．１以降の合併等の状況

Ⅱ8

16,585 63,128

第３次

産　　　　業　　　　構　　　　造

区　　分 第２次

人

番号

市 区 町 村
コ ー ド

市 町 村 名

市 町 村
類 型

八 千 代 市

5.0

平  成  26  年  度

1,046
51.39

人口集中地区人口

17年国調

122211

第１次22年国調
17年

決 算 状 況
人　　　　　口

人

189,781

180,729 3,693.0

人口密度

国 勢
調 査

人

地 方 債 現 在 高

対H25増減率

795,822

 

52,911,816

16,034,978

56,786,902

実 質 収 支 比 率

0.92

人

財　政　指　標　等

6.1

区　　　　　　　分

財 政 力 指 数

人

普通会計か
らの繰入額

実質収支
（純損益）

地 方 公 営 事 業 会 計 の 状 況

うち臨時財政対策債発行可能額

普通会計から
の負担金又は
繰 出 金

資金不足比率
（対象会計
のみ記載）

一 部 事 務 組 合 等 加 入 状 況

北千葉広域水道企業団

42,863

千葉県市町村総合事務組合 0

印旛利根川水防事務組合139,225

10,514

介護保険事業（保険事業勘定）

後期高齢者医療事業

20,083,120

1,789,741

3,738,190上水道事業

公共下水道事業

913

641,168

831,806

国民健康保険事業（事業勘定）

種別
（注）

会　　計　　名
（総収益）
歳　　入

0繰 上 償 還 金

2,342,456

単 年 度 収 支

194,101

翌年度に繰り越すべき財源

193,315

0.4

歳 出 総 額

歳 入 総 額

 

平成25年度区　　　　　　　分

2,798,376

住 民 基
本 台 帳

605,184

2,245,811

差引(形式収支)(①-②)

実 質 収 支 ( ③ - ④ )

積 立 金

552,565

標 　　　準 　　　財 　　　政　　 　規　　 　模

21,348,402

31,443,930

積 立 金 取 崩 し 額

基　　　準　　　財　　　政　　　収　　　入　　　額

実 質 単 年 度 収 支
( ⑥ + ⑦ + ⑧ - ⑨ )

基　　　準　　　財　　　政　　　需　　　要　　　額 22,954,647

55,710,192

830,958

9,582,627

7,840

3,239,659 △ 45,638

130,011
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経常一般財源等 決算額 一般財源等
経常的経費充
当一般財源等

43.3 ％ 1.4 ％ 25,240,260 10,906,619 17.9 ％ △ 1.3 ％ 10,187,760 10,046,649 30.6 ％

0.6 △ 4.2 348,495 7,784,074 12.8 △ 1.0 7,106,361

0.1 △ 4.4 54,743 12,822,385 21.0 7.3 3,642,685 3,634,430 11.1

0.4 120.3 241,248 5,911,849 9.7 △ 2.0 5,827,520 5,827,520 17.8

0.3 △ 16.1 169,347 元 金 5,282,159 8.7 △ 1.3 5,204,019 5,204,019 15.9

3.0 22.7 1,874,407 利 子 629,687 1.0 △ 7.8 623,498 623,498 1.9

0.1 △ 9.6 50,004 3 0.0 皆増 3 3 0.0

0.0 － 0 29,640,853 48.6 2.1 19,657,965 19,508,599 59.4

0.1 △ 57.4

0.0 － 9,233,865 15.1 2.7 6,879,307 6,634,214 20.2

0.2 △ 6.3 140,593 199,660 0.3 △ 14.0 195,210 195,210 0.6

2.8 △ 21.0 2,604,511 4.3 △ 2.8 2,457,276 1,638,006 5.0

2.4 △ 21.8 14,780 0.0 △ 2.8 14,780 14,780 0.0

0.3 △ 21.7 3,809,417 6.2 9.0 3,159,619 3,159,619 9.6

0.1 12.4 45,503,086 74.6 2.4 32,364,157 31,150,428 94.9

50.8 0.7 29,673,412

0.0 △ 7.8 20,737

1.4 8.6 0 19,701 0.0 △ 97.9 0

1.3 △ 3.2 261,952 920,116 1.5 0.0 116

1.3 △ 1.9 0 753,745 1.2 426.1 752,892

15.8 11.7 0 0.0 － 0

0.6 2.9 349,834

5.1 6.8 13,825,272 22.7 113.4 4,105,999

0.4 502.7 14,359 155,066 0.3 55.7 155,066

0.0 △ 95.9 13,824,262 22.7 113.4 4,105,738

4.7 242.4 0 7,741,828 12.7 136.5 479,864

2.7 45.6 6,082,434 10.0 89.9 3,625,874

2.5 △ 1.9 156,931 1,010 0.0 △ 31.5 261

13.5 57.1 0 0.0 － 0

0.0 －

3.7 △ 12.0

100.0 13.3 30,477,225 61,021,920 100.0 15.3 37,223,164

2.3 65.7 1,383,222 2.3 67.4

超 過 課 税 分
収 入 済 額

決算額 一般財源等

個　　人　　分 43.9
％

0.4
％

0 432,408 0.7
％

0.2
％

432,351 道 路 舗 装 率 96.6
％

法　　人　　分 6.0 13.0 185,030 5,664,052 9.3 △ 11.1 4,246,380 道 路 改 良 率 72.4
％

37.3 1.3 0 21,933,213 35.9 10.6 11,074,176 上 水 道 等 普 及 率 99.3
％

0.6 5.4 0 6,995,416 11.5 40.5 4,930,983 下水道普及率(人口） 103.1
％

4.4 △ 2.1 8,773 0.0 △ 84.1 8,773 し 尿 収 集 率 9.1
％

0.0 － 0 655,218 1.1 111.2 289,780
し 尿 衛 生 処 理

率
100.0

％

0.0 － 481,991 0.8 2.5 179,887 ご み 収 集 率 100.0
％

92.2 1.4 185,030 3,925,421 6.4 △ 13.3 2,499,657 ご み焼却処理率 77.1
％

0.0 － 0 2,072,733 3.4 5.4 2,066,961 保育所施設充足率 85.1
％

7.8 1.5 0 12,939,836 21.2 63.1 5,666,435 幼稚園施設充足率 121.7
％

0.0 6.3 0 1,010 0.0 △ 31.5 261 小学 校非 木造 比率 100.0
％

0.0 － 5,911,849 9.7 △ 2.0 5,827,520 中学 校非 木造 比率 100.0
％

7.8 1.5 0 0.0 － 0

0.0 － 0 0.0 － 0

100.0 1.4 185,030 61,021,920 100.0 15.3 37,223,164

△ 2.6

・

98.2
％

23.5
％

92.8
％

・

市町村民税 98.0 24.0 92.3 ・

固定資産税 98.2 23.0 92.9 ・

88.3 21.9 70.9 ・

注）表示単位未満を四捨五入しています。このため、構成比の積み上げと合計が一致しない場合があります。

注）調査項目がない場合、指標又は増減率等が算定されない場合は、「－」で表しています。

構成比 対H25増減率

人 件 費

構成比 対H25増減率
経 常 収 支
比 率

扶 助 費

区　　　　　分

番号

市 町 村 名

歳　　　　　　　　　　　　　　入

市町村類型八 千 代 市

性　　　　質　　　　別　　　　歳　　　　出

Ⅳ－１

区　　　　　分 決算額

利 子 割 交 付 金

軽油引取税交付金

自動車取得税交付金 69,167

特別 地方 消費 税交 付金

ゴルフ場利用税交付金

地方消費税交付金

0

公 債 費

地 方 税

241,248

169,347

地 方 譲 与 税 348,495

54,743

配 当 割 交 付 金

株式等譲渡所得割交付金

27,363,239

69,167
物 件 費

50,004

0 義務的経費小計

内
訳

一 時 借 入 金 利子

1,874,407

元 　利
償還金

地方特例交付金等

構成比 対H25増減率

特　　　 　　別

普　　　 　　通

一　般　財　源　計

1,678,376

1,564,841

140,593

震災復興特別

9,949,434

公 共 施 設 の 整 備 状 況
対H25増減率

うち債務負担行為に係る支出額に充当さ
れた一般財源等の額

2,613,927

647

349,834

3,209,719

一 般 財 源 等 総 額2,983,863

分担金及び負担金 積 立 金

使 用 料 846,313

853,830

32,073,165

維 持 補 修 費

地 方 交 付 税

投資及び出資金 ・貸付金(経
常 的 な も の を 除 く )

手 数 料
繰 出 金 ( 経 常 的
な も の を 除 く )820,474

1,761,922

20,737交通安全対策特別交付金

内
訳

国 有 提 供 施 設 等 所 在
市 町 村 助 成 交 付 金

投 資 的 経 費

経常的経費充当一般財源等

投資的経費充当可能一般財源等

経 常 一 般 財 源 等

31,150,428

6,205,879

都 道 府 県 支 出 金

国 庫 支 出 金 前年度繰上充用金

財 産 収 入

寄 附 金

う ち 人 件 費260,467

内
訳

内
訳

繰 入 金

繰 越 金

8,510,100

諸 収 入

地 方 債

区　　　　　分

市　　　　　町　　　　　村　　　　　税 目　　　的　　　別　　　歳　　　出

決算額区　　　　　分 構成比

うち東日本大震災分 うち東日本大震災分

議 会 費

総 務 費

市 町 村
民 税

12,008,716

1,648,443

教 育 費

0

25,238,759

市 町 村 た ば こ 税 労 働 費

農 林 水 産 業 費0

0

2,124,480

法定外普通税・旧法税

土 木 費法定普通税小計

消 防 費

目 的 税

1,202,557

特 別 土 地 保 有 税

固 定 資 産 税

商 工 費

軽 自 動 車 税 衛 生 費

10,216,029

163,014

民 生 費

鉱 産 税

徴
収
率

4,511,259国民健康保険税（料）

市 町 村 税

現年課税分

国民健康保険税（料）

区　　　　　分

1,501

0

水利地益税等

2,122,979

0

事 業 所 税

都 市 計 画 税

入 湯 税

公 債 費

う ち 職 員 給

災 害 復 旧 事 業費

合　　　　　　　計 合　　　　　　　計27,363,239

諸 支 出 金

前年度繰上充用金

災 害 復 旧 費

内
訳

滞納繰越分 合　　　計

焼却炉施設基幹的設備改良事業(1,680)

平成26年度大規模事業（かっこ書きは、平成26年度事業費　単位：百万円）

中央図書館等整備事業(2,948)

地域医療対策事業(475)

東葉高速鉄道支援事業(620)

小学校施設整備事業(八千代台東小学校校舎改築)(1,527)

1,485,148

経常的経費小計

219,134

57,640

経 常 的 繰 出 金
1,485,148

合　　　　　　　計 合　　　　　　　計

失 業 対 策 事 業費

うち臨時財政対策債 2,342,400

0うち減収補填 債特 例分

補　助

単　独
39,323,044

投資及び出資金・貸付金（経
常 的 な も の ）

補 助 費 等

普 通 建 設 事 業費
30,477,225

63,121,800

1,440,862


